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1．はじめに

広島県備後地区は全国的に製造業の盛んな地域として知られる1。実際、

1980年代以降、この地域の製造業従業者の数は減少しているものの、この間、

製造品出荷額等はむしろ増加している2（図1、2）。ただし、同時期の全国の

製造業従業者数、製造品出荷額等を見ても同じことが言えるため、これだけ

では　備後地区製造業の特徴は理解できない（図3、4）。

出典：各年度の工業統計調査

経済産業省による工業地区指定では、福山市、府中高、尾道市、三原市の∠1市が含まれる。

ただし、異時点間の金額の比較のため、2000惇成121年を100とする暦年GDPデフレーター

で調整を行った（内閣府IIP内　http／′′wvNeSrlCaOgOJP舟′S－la／qe102－21／gdemenu」ahml）。
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出典：各年度の工業統計調査

図3．全国の製造業従業者数

1980　　　1985　　　1990　　　1995　　　2000　　　2005
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出典：各年度の工業統計調査

しかし、同じ時期の人「＝こ占める製造業従業者の割合と、総生産額に占め

る製造業生産額の比率は　全国、備後地区のどちらにおいてもともに減少傾

向にあるものの、備後地区のそれらの指標は　全国平均に比べるとかなり高

い水準にあることが分かる（図5、6）。

図5．人口に占める製造業従業者の割合
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備後地区の産業集積～3業種の動向に関して～

出典：各年度の『広島県年鑑』、内閣府HP

また、経済産業省が用いる産業中分類によれば製造業は24業種からな

るが、その全てがこの地域に厚く集積しているわけではない。2007［平

産業中分類は2008［平成20」年に大幅改訂されたが、2002［平成14］年から2007［平成

19］年までば「09食料品製造業」、「10飲料・たばこ・飼料製造業」、rll繊維工業（衣服、そ

の他の繊維製品を除く）」、亘2衣服・その他の繊維製品製造業」、113木材・木製品製造業（家

具を除く）」、「14家具・装備品製造業」、「15パルプ・紙・紙加工品製造業」、rl6印刷・同関連業」、

「17化学工業」、「18石油製品・石炭製品製造業」、「19プラスチック製品製造業（別掲を除く）」、

「20ゴム製品製造業」、「21なめし草・同製品・毛皮製造業．、「22窯業・土石製品製造業」、「23

鉄鋼業」、「24非鉄金属製遺業」・125金属製品製造業」、「26一般機械器具製造業主「27電気機

械器具製造業」、「28情報通信機械器具製造業」、「29電子部品・デバイス製造業」、「30輸送用

機械器具製造業」、仁1精密機械器具製造業」、「32その他の製造業＿iだった。以下0）考察では

主にこの分類を用いる。

産業中分類は頻繁に改訂されており、例えば1985「昭和60」年以降、それまでの「18－19

食料品製造業」が、112食料品製造業一と「1‥3飲料・飼料・たばこ製造業」の2業種に分割さ

れたり、2002持戒l／11年以降、それまでのi‾30電気機械器具製造業」が「27電気機械器具

製造業」、「28情報通信機械器具製造業」と「29電子部品・デ′汀ス製造業」の：う業種に分割さ

れた。また、上述0）2008し平成20」年改訂により、Il繊維工業（衣服、そ0）他の繊維製品を

除く）」と「12衣服・そ0）他の繊維製品製造業－が弓1繊維工業」に一括され、「26一般機械

器具製造業－は「25はん用機械器具製造業」∴26生産用機械器具製造業」と「27業務用機械

器具製造業」の：う業種に分割されるなどした。
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19］年度の工業統計調査では備後地区の製造業のうち、産業別特化係数4

が1を超えているのは10業種（繊維工業1．842、衣服・その他の繊維製品

製造業2．324、木材・木製品製造業1．240、家具装備品製造業1．181、プラスチッ

ク製品製造業2．572、ゴム製品製造業1．121、鉄鋼業3．926、非鉄金属製造

業1．048、一般機械器具製造業1．232、電子部品・デバイス製造業1．772）で

ある。また、製造品出荷額等全体の中で　鉄鋼業24．7％、一般機械器具製造

業13．3％、輸送用機械器具製造業12．3％、電子部品・デバイス製造業11．0％、

プラスチック製造業9．5％の上位5業種で約7割に達する。

さらに、備後地区における主要業種は時代に応じて変化しており、この地

域の製造業主要業種と製造品出荷額等に占める比率の推移をみると、1980

［昭和55］年には、鉄鋼28．9％、輸送用機械15．5％、一般機械10．3％、衣服・

その他の繊維製品7．0％、食料品5．4％の順だったが　2005［平成17］年に

は　鉄鋼25．8％、一般機械13．7％、電子部品・デバイス13．5％、輸送用機械

10．9％、プラスチック製品7．6％の順となっている5（表1）。

鉄鋼業、一般機械器具製造業、輸送機械器具製造業の3業種は　一貫して

上位5位以内に入り、中でも鉄鋼業はつねに第1位をキープしているが、衣

服・その他の繊維製品や食料謝ま、1990年代から2000年代前半にかけて［

位から陥落している。そして、1990L平成2］年からは電気機械が、2005L平

成171年からはプラスチック製品が上位に入ってきている。なお、全国の上

位業種には衣服その他はまったく入らず、備後地区ではつねに第一位の鉄鋼

業も1980「昭和55」年以降上位に入っていない（表2）。

産業別特化係数＝ある地域の製造品出荷額等全体に占める特定業種の製造品出荷額等の割合一全

国の製造品出荷額等全体に占める特定業種の製造品出荷額等の割合。

鍋島正次郎（2009年4月）「備後アパレル産業研究に「卸ナての準備作業と研究計画　一宿il面新

市地区の事例を中心にして～」、『福山大学経済学論集川第34巻第1号、p．100。
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表1・備後地区の製造業の主要業種と製造品出荷額等に占める比率

1980 剴�塔R��1990 

順位業種 凵� 傀x犬�業種 ��2�順位 仂h顗�����������2�

1 �58ﾗﾂ�28．9 ���鉄鋼 �#��C��1 �58ﾗﾂ�255 

2 冲��yw�ｴ�､"�15．5 �"�輸送用機械 ��8�C��2 �ｩLｨｴ�､"�162 

3 �ｨ耳自Lｨｴ�､"�10．3 �2�一般機械 ����C��3 冲��yw�ｴ�､"�88 

4　衣服 �7．0 釘�衣服 塗�Cb�4 �6Hｴ8ｴ�､"�74 

5 ��閲���5．4 店���閲����������H�C���5 ����63 

1995 剴#�����2005 

順位業種 凵� 傀x犬�業種 ��2�順位 仂h霻�％ 

1 �58ﾗﾂ�22．2 ���鉄鋼 �#(�CR�1　鉄鋼 �25．8 

2 �ｩLｨｴ�､"�14．1 �"�一般機械 ��X�C"�2　－一般機械 �137 

3 冲��yw�ｴ�､"�10．8 �2�電気機械 ��H�C��3　帝一　立　口 �135 

4 �6Hｴ8ｴ�､"�10．6 釘�R�r�輸送用機械 食料品 衣服 ����CR�X�Cb�4　輸送用機械 �10．9 

5 ��閲���5．7 5　プラスチック �7．6 

5．2 ：3．5 ������7 ����
11 ����17 

出典：各年度の工業統計調査（鍋島（2009年4月）より転載） 

表2・全国の製造業の主要業種と製造品出荷額等に占める比率 

1980 剴�塔R���涛��

順位 仂h顗�����������2�傀x肩ｼh顗�����2�ﾉ6Hｴ8ｴ�､#�X�CB�傀x犬�ﾂ�業種 ��2�

1 冲��yw�ｴ�､"�11．7 
電気機械 ��c��

2 ��閲���10．5 �(��t��yw�ｴ�､"�13．6 �"�輸送用機械 ��CR�

：； �6Hｴ8ｴ�､"�10．4 �8��自Lｨｴ�､"�9．1 �2�一般機械 ���2�

4 �ｸ琪ﾔ鮎b�8．5 滴��嶌ｧxﾔ鮎b�7．7 釘�化学工業 都2�

5 �58ﾗﾈｼb�8．4 店���閲��� �� �� 7．7 迭�食料品　　　　　70 

1995 剴#�����#��R�

順位 仂h霻�％ 傀x肩ｼh霻�％ 傀x犬�業種 ��2�

1 �6Hｴ8ｴ�､"�17．9 ��6Hｴ8ｴ�､"�19．8 ���輸送用機械 ����C2�

2 冲��yw�ｴ�､"�14．4 �(��t��yw�ｴ�､"�14．8 �"�一般機械 ����Cb�

3 �ｩLｨｴ�､"�9．8 �8�ﾈ�ﾈ自Lｨｴ�､"�I�閲���X嶌ｧxﾔ鮎b�10．0 8．0 7．9 �2�����R�化学工業 嶋�CR�

4 ��閲���7．9 
食料品 度�Cr�

5 �ｸｧxﾔ鮎b�7．6 
電気機械 塗�CB�

出典：各年度の工業統計調査
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このように、備後地区の製造業は地域特有の動向を見せ、全国の製造業の

それとは必ずしも一致していない。そこで、本稿では、いくつかの指標を用

いて備後地区における最近約30年間の製造業各業種の動向を確認し、近年

の製造業集積の偶成の変化の原因を探る。

2．各種指標から見た備後地区の製造業3業種の動向

広島県備後地区は　備後綿を発祥とする織物や、府中家具に代表される木

工、福山琴で知られる和楽器などの伝統的地場製造業の集積の他、第二次世

界大戦後には鉄鋼、金属加工、・般機械、電気機械、プラスチックなどの重

化学工業の企業が厚く集積している。さらに近年は、半導体や電子部晶など

のハイテク産業、リサイクル分野に代表される環境関連産業の集積も急速に

進んでいる。そのため、備後地区は、自動車会社の企業城下町として輸送機

械関連の⊥二業集積が見られる愛知県豊Tll市や、金属加工の企業が多く集まり、

金属製洋食器に関しては国内シェアの9割を占める新潟県燕市などのように

特定の分野に特化することなく、幅広い分野の製造業がバランスよく集積す

る場所といわれる6。

ここでは、備後地区の製造業各種の中でも、有力地場産業であり、2001

［平成1訓　年までは事業所数が最多で、1995　L平成7」年までは従業者数が

1万人を超えていた「衣服・その他の繊維製品製造業」（以下、i衣服その他」

と呼ぶ）、現在、事業所数、従業者数ともに最も多い　仁一般機械器具製造業」

（以下、「一般機械」と呼ぶ）、さらに、上で見たように、従業者数や製造品出

荷額等に関して、近年急成長を遂げている「竃気機械器具製造業」、「情報通

信機械器具製造業」とl電子部品・デバイス製造業」（以下、これら3業種

（）鍋島正次郎（2006年／1月）「備後地区産業集積研究序説」帽J」大学経済学論集川第31巻第1号

pP7576。
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を一括して（電気機械」と呼ぶ）を取り上げる8。

まず、経済虚業省の工業統計調査（1980L昭和55」～2007［平成19］）

に基づき‘）、最近約30年間の事業所数、従業者数、製造品出荷額等の推移を

見て行くことで　各業種の動向を簡単に確認しておきたい。

備後地区の上記3業種のうち、衣服その他と一般機械は、事業所数、従業

者数ともに1990年代初頭にピークを迎えた後は減少に転じており、特に衣

服その他は減少が激しい。他方、電気機械の事務所数も1990年代初頭に最

多となった後は減少傾向にあるが、1980L昭和55］年から27年間で従業者

数は2倍以上になっている（図7、8）。これら3業種に関して、同じ時期の

全国の数字を見ても、事業所数、従業者数はいずれも1990年代前半にピー

クを迎えた後は減少している（図9、10）。

図7．備後地区の3業種の事業所数

li）80　　1985　　1990　　1995∴∴∴2000　　2005

出典：各年度の工業統計調査

実際、2001平成工ij年度調査までば　これら：3業種は「電気機械器具製造業」に癌分類さ

れていた（注：う参照）。

「鉄鋼業　については後述する。

ただし、本稿で用いられている各年度の工業統計調査は、4人以上の事業所を対象としている。
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備後地区の産業集積～：3業種の動向に関して～

図8．備後地区の3業種の従業者数

1980　　1985　　1990　　1995∴∴∴2000　　　2005

出典　各年度の工業統計調査

fIl典：各年度の工業統計調査
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出典：各年度の工業統計調査

備後地区における各業種の製造品出荷額等については衣服その他は1990

年代初頭以降、減少し続けているのに対して、一般機械も1990年代初め以

降いったん急激に減少したが、その後ピーク時に近い水準にまで回復してき

ている。他方、電気機械の製造品出荷額等は1980［昭和551年から2007［平

成19」年までの問に5倍以上成長している。この間、電気機械は1989L平

成元」年に衣服その他を抜き2003「平成15」年には一般機械を抜き、そ

れ以降これら：弓業種の中では首位になっている（図11）。それに対して、同

時期の3業種の全曲の製造品出荷額等は、電気機械がつねに最多、一般機械

が中位、衣服その他が最下位で順位は安定している（図12）。
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出典：各年度の工業統計調査

図12．全国の3業種の製造品出荷額等（実質額）

70，000，000

60，000，000

50，000、000

日　40，000，000

園
田　30，000，000

20，000．000

10，000，000

0

亮㌔謹塙蕪詰

1980　　1985　　1990　　1995∴∴∴2000　　2005

珊衣服その他

議議連の一般機械

電気機械

出典：各年度の工業統計調査

このように、ここ約30年間に、全国的には従業者数、製造品出荷額等と

もに竃気機械が繊維その他や　一般機械を上回り、製造業の中心は電気機械で

あったことが分かるが、備後地区では「衣服その他」、「一般機械」、「電気機
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備後地区の産業集積～3業種の動向に関して～

械」の製造業3業種が地域の経済と雇用に占めるウェイトは時間の経過に

応じて変化してきている。

次に、一事業所当たりの従業者数、一事業所当たりの製造品出荷額等、従

業者一人当たりの製造品出荷額等の推移を追ってゆくことで、全国および備

後地区において、各業種の事業規模、生産性、または生産効率などの変化に

ついて仮説を立て、これらの業種が備後地区の経済と雇用に対して持つ重要

性について考えてみよう。

衣服その他についてはまず、一事業所当たりの従業者数は備後地区の方

が全国平均よりも少ないが、全国でも備後地区でも人数は時間的にあまり変

化しておらず（図13）、事業規模に変化のない業種であることが分かる。こ

れは、アパレル産業の長期低迷の中で工場規模が拡大していないため、一

事業所当たりの従業員数が増えないのと同時に、この業種が機械化の推進な

ど設備の高度化よりも、マンパワーへの依存に重点を置く典型的なローテ

ク産業であるため、一事業所当たりの従業員数は減少もしないことを示して

いると思われる0次に、－事業所当たりの製造品出荷額等や従業者一人当た

りの製造品出荷額を見ると、全国平均はともに増加している一方で備後地

区では減少している（図14、15）。これらのことから、衣服その他に関して

は、全国的にはデザイン性や機能性などの面でより高い付加価値を牛み出

しうる事業所が業績を維持もしくは伸ばしているのに対して、備後地区では

海外への生産拠点の移設を完了した一部の大手を除き減少し続ける収益の

中で、（外国人研修生などの）より安い労働力にアクセスできる地元の中小事

業所がかろうじて事業を継続していると考えられる。
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～∽～ゆ全国

卿備後地区

出典　各年度の工業統計調査

図14．－事業所当たりの製造品出荷額等（実質額）
（衣服その他）

1980　　　1985　　1990　　1995　　　2000　　　2005
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出典：各年度の工業統計調査

一般機械の一事業所当たりの従業者数は、全国平均では2004L平成161

年ごろから増加し始めるまでは　ほとんど変化していないのに対して、備後

地区では2004［平成16］年まで減少し続けている（図16）。他方、一事業

所当たりの製造品出荷額等や従業者一人当たりの製造品出荷額等に関しては

全国平均でも備後地区でも増加している。ただし、備後地区においてば　そ

れらは決して単調増加ではなく、大きなアップダウンを示している（図17、

18）0　これらのことから、備後地区の一般機械の事業所は、この30年ほどの

間に小規模化していったことが分かるが、これは各事業所が生産設備の高度

化を進めていった結果であり、生産性や生産効率が乱高下しながらも上昇し

てきているのは、このような設備投資コストの増加と同時に、業態転換を含

む様々な試行錯誤の中で、各事業所が専門性を高め、技術を深化させていっ

た過程であると考えられ、その結果、高い付加価値を持つ製品を生み出すこ

とが可能となり、収益性も上昇したものと考えられる。
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出典：各年度の工業統計調査

図17．－事業所当たりの製造品出荷額等（実質額）
（一般機械）

子 

∴へ子享十㌧∵∴ ���5��ｹ�R�

シー一子だ　一子 

1980　　1985　　1990　　1005　　　2000　　　2005

議愉W的全国

二二二二／備後地区

出典：各年度の工業統計調査
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図18．従業者一人当たりの製造品出荷額等（実質額）

（一般機械）

1985　　1990　　1995∴∴∴2000　　　2005

。暮）〕。。－慣全国

m備後地区

＿＿…．　　　‥＿＿＿　＿、＿∴

出典　各年度の工業統計調査

電気機械の一事業所当たりの従業者数は、全国平均でも備後地区でも上昇

している。ただし、備後地区に関しては　大きなアップダウンを繰り返しな

がらの増加となっている（図19）。しかし、その結果として、一事業所当た

りの製造品出荷額等や従業者一人当たりの製造品出荷額等は、急速にかつ滑

らかに増加しており、この30年ほどで、前者に関しては5倍近く、後者に

ついては3倍以上になっている（図20、21）。このことば　備後地区の電気

機械関連の事業所は　工場規模を拡大すると同時に、オートメーション化な

どの高度化も進めることで、急速に収益性を高めていったものと考えられる。

全国との比較でいえば竃気機械は戦後の日本の経済発展の中で長い実績を

もった分野であり、いまだ成長しているものの、すでに安定成長期に入った

分野であるのに対して、備後地区では比較的歴史の浅い分野であり（表1、2

参照）、低落傾向の続く他分野（とくに繊維関連や木工関係などの伝統的地場

産業）に代わる成長分野である。
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備後地区の産業祭穣一3業種の動向に関して～

出典：各年度の工業統計調査

図20．－事業所当たりの製造品出荷額等（実質額）
（電気機械）
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1980　　1985　　1990　　1995∴∴∴2000　　2005

出典：各年度の工業統計調査

3．今後の研究予定と問題点

これまで、備後地区において雇用と経済の両面で重要と考えられる製造業

：う業種の最近約：30年問の動向を、おもに経済産業省（旧・通商産業省）の工

業統計調査の結果を元に、特に全国平均との比較によって簡単に見てきた。

筆者はこれまで備後地区の被服縫製業に強い関心を持ってきた。という

のも、この地域は仝国有数のアパレル産地であり、上で見たように、事業所数、

従業者数、製造品11荷額等いずれも急激に減少し、地域の経済と雇用に対す

る重要性も失われているとはいえ、2007［平成191年度のl二業統計調査に

よれば製造品出荷額等に関して、全国の市区の中で、福山市は第2位（329

億2，320万円）だった10。

また、備後地レ幻）縫製業は、長い歴史と特異な構造を持った座業でもある。

1923「大正121年頃、剛IJ県から足踏みミシンが移入され伝統的なモン

iOなお、第1位は岡山県倉敷百位）20億帯89万円）だった。
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備後地区の産業集積～3業種の動向に関して～

ペの下請け加工が始められたことが発端となり、1926［大正15］年、ミシ

ン20台を設備した備後製服合資会社が設立されたことを以て備後縫製工業

の始まりとされる11。そして、第二次大戦中の軍管理の下での軍服生産が縫

製技術の向上をもたらすとともに、統制経済下で問屋業が成り立ちにくくなっ

たことが、問屋資本の縫製業への転向を加速させ、戦後の備後縫製業界の最

も顕著な特徴である生産機能と問屋機能を包摂する形態の基盤が作られたと

いう12。例えば1968「昭和431年の時点で　この地区のアパレル企業の

41％が商人の出身者によって経営されていたという（残りの内、42％がスピ

ンオフしたアパレル産業の元従業員、17％が備後綿生産者や他産業からの参

入者などだった）l：）。

しかし、ある地域の特定産業の特徴を知るためには、他地域の当該業種と

の比較が必要であり、備後地区と同様に縫製業が盛んな岡山県南地区（特に

倉敷市）や岐阜地区との比較研究の必要性を指摘した14（図22、23、24参照）。

残念ながら、現段階ではほとんど手つかずのままだが、このような比較研究

を進めることで同じ縫製業であっても、牛虎アイテムの違い（ワーキングウエ

ア、婦人子供服、etC．）によって、生産体制の違い（一貫上場による大量年産、

中小零細の小工程企業による分業体制、etC．）が牛じる要因を詳らかにしてゆ

きたい。

11備後産地誌刊行委員会（1972年11月）『備後産地訓、【）19。

上’備後産地誌刊行委員会（1972年11日）、同上、1）20。

言う園部・大塚（2001年6月）青産業発展のルーツと戦略　一口中台の経験に掌ぶ一言　知泉書館、

Pl34。

‖鍋島止次郎（2006年4月）「備後地区産業集積研究序説l『福山大雪経済学論集Ln第31巻第1号、

pp7三吉）8．鍋島正次郎（2009年4月）備後アパレル産業研究に向けての準備作業と研究計画
一橋Lii市新市地区の事例を中心にして～「福川大字経済学論集』第34巻1号、Ijp91－110。
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出典：各年度の工業統計調査

出典：各年度の工業統計調査
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出典：各年度の工業統計調香

また、一般機械や竃気機械に関しても同様な地域比較を行い、備後地区に

おける当該業種の特徴を探る必要があるだろう。

なお、上でも触れたが、経済産業省の工業統計調査が用いる産業中分類で

はしばしば改訂が行われ、ここで論じた「12衣服・その他の繊維製品製造業」

は　2008［平成20］年の改定でill繊維工業（衣服、その他の繊維製品

を除く）」と統合され、「11繊維工業」として掲載されるようになったが、本

来、典型的な労働集約型産業である縫製業と、典型的な装置産業である紡織

業を－一つにまとめることには無理があるように思われる。

例えば　20071平成19］年度の工業統計調査において、i12衣服・その

他の繊維製品製造業）の製造品出荷額に関して、全国236工業地区中、岡山

県南地区は第1位、備後地区は第4位だったが、2008［平成2（月　年の「11

繊維工業」の製造品出荷額に関しては、岡山県南地区は依然第1位であるの

に対して、備後地区は第12位に後退してしまっている。これは　岡山県南

地区が、縫製業だけでなく、紡織業も盛んであるため（2007［平成19」年

の　口l繊維丁二業（衣服、その他の繊維製品を除く）」に関しては第6位）、2
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業種を一括しても高い順位に位置し続けているのに対して、備後地区では

現在、紡織業が縫製業ほどには活発ではないため（同第14位）、2業種が一

括されると順位を下げてしまう。

このように・頻繁な業種分類の変更は公表データに基づいて特定業種の

適時的変化を追跡することをしばしば困難にしている。そのため、今後は公

表された行政統計がナでなく、非公表の統計情報や、場合によっては、業界

固体や個別企業の所有する資料へもアクセスする必要があるだろう。

4．おわりに

以上、備後地区の製造業各業種の中で地域の経済と雇用に重要な役割を

果たしている、または果たしてきた3つの業種を取り上げ経済産業省の工

業統計調査を用いて、最近約30年剛）動向と現状について瞥見し、いくつ

かの作業仮説を立てた。今後、これら各業種に関して、個別企業や業界団体

へのインタビューやアンケート調査、さらには社史や業界資料の収集などを

通して、より実証的な研究を行ってゆきたい。

緒論‥備後地区の鉄鋼業に関するノート

なお上で見たように、鉄鋼業は備後地区において、つねに製造品出荷額等

がトップ（しかも第2位を大きく引き離して）の業種であり、2007し平成

19」年度工業統計調査による産業別特化係数も4に近いなどこの地域の経

済と雇用に多大な貢献をしている産業である。そのため、備後地区の「産業」

全般について考えるならば　この業種を取り上げて論じる必要がある。

また、地域産業Iとしての鉄鋼業という意味でも、この地域には吐たら

（鐙、踏端）製鋸の長い歴史がある。奈良時代末から平安初期にかけて、備
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後国15の出揃部（ほぼ現在の神石高原町、世羅町、三次市、庄原市、および

府中市の・部にあたる地域）が砂鉄を原料とした鉄の重要な産地の・つにな

り‖）、中世に入っても、備後同の同軸部諸郡では、ひきつづき砂鉄を原料と

したたたら製鉄がさかんに行われ17、その後の藩政期、明治期を経て、大正

期までたたら吹き和鉄製鉄が営まれていた18。

他方、本稿が対象とする南部平野（福両港領を中心とする地域）での鉄生

産は微々たるものだったが、福山藩の鞠は、戦乱の世の終結に伴って、中世

以来の刀鍛冶に代わり、船具や農具類の牛虎で知られるようになった。1695

「元禄8］年の記録では、親方6人、手子46人、計52人の鍛冶職人がいた

ことが分かっており、明治初年には鑑札を受けた職人は90人余に上り、親

方子方の従弟制度による生産形態の卜、鍛冶町に集住していた。現任まで続

く輌地区の鉄鋼業年産の伝統の基盤は、この頃に形作られたといえる19。

このように、地場産業としての製鉄業や鋳造・鍛造業は、この地域で長い

歴史を持ち、これらが近代産業としての機械関連産業や金属加工産業の母体

となったとする議論もある20。

ただし、備後地区の鉄鋼業が今日の規模にまで発展するには、1961「昭

和36］年、当時の福山市長・徳永豊による強力な働きかけの下で実現した

占現在の広島県のほぼ東半分にあたり、本稿が対象とする経済産業省の工業統計調査の工業地区分

類による「備後地区」よりも広い地域を指す。
博広島県（1980年2月）『広島県更原始古代通史1』、広島県、。。韓日596。

17広島県（1984年：3月）『広島県更中世通史11品　広島県、I）1〕748－7黒）。

18広島県（1981年3月）『広島県史近世l通史Ⅲ正l去島県、I）1）．557－558，広島県（1984年3月）『広

島県史近世2通史Ⅳ』、広島県、1）直江2：Ly広島県（1980年：jJJ）行広島県史近代1通史V択

広島県、PD391393；広島県（1980年3月）『広島県吏近代1通史ヽT』、1）I〕867869。
l（）広島県（1981年3月）『広島県史近世l通史Ⅲ』、l）1）656－6581広島県（1984年3月）『広島

県史中世通史II』、pp440441。
－’‖　日本政策投資銀行中同支店・岡山事務所（2005年4月）「一中国地域ものづくりシリーズ②－『も

のつくりの玉手箱』備後・井笠地域における産業発展モデル　～3つの発展バターンとそのルー

、ソを探る～）（httpl′／WlVW担IgOJP／chugoku／repoTl／pdrl′rO504pdr）、【）7、。12。
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日本鋼管株式会社福山製鉄所（現JFEスチール株式会社西日本製鉄所）の誘

致21、1964［昭和391年、この地域が「備後工業整備特別地域」に指定さ

れたことなど　園や地方自治体による政策的な後押しの影響が大きかった。

製造品出荷額等に関しては資料の制約もあり、直接には知りえないが、現在、

この地域の鉄鋼業出荷額のほとんどを生み出しているのはJFEスチール（株）

西日本製鉄所であると推測され、その生産計画、技術開発、人事などにおけ

る意思決定は東京の本社でなされている。また、2008L平成201年工業統

計調査によると、この地域には鉄鋼業関係の81事業所があったか、鉄鋼業

従業者7，005人中、JFEスチール1社の従業者数は5，401人（77．1％）だった。

そのため、地元中小鉄鋼業企業の地域の経済と雇用に占める比重は、かなり

小さいということになり、鉄鋼業を地域の資本や資源、技術、人材に根差し

た「地域産業」と呼ぶことは難しく、今回は考察の対象から外した。

21徳永豊（⊥972年7月）帽永豊回顧録上徳永回顧録刊行会、pl〕218－256。
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